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財団法人データベース振興センターでは,海 外のデータベース事情 を調査 し,ま た併せて国際協調 を促

進 させ るために,毎 年,海 外へ調査員を派遣 している。

これまでは,欧 州,米 国と先進国が主であったが,今 年度はこれに加 え,ア ジア ・太平洋地域 に属する

西側先進民主主義国の一員である,オ ース トラリアの情報(処 理)産 業,特 にデータベース事情に視点 を

当てた調査 を実施 した。

調査訪問先 とのアレンジについては,オ ース トラリア大使館およびジェ トロ(企 画部電子計算機室,シ

ドニ7・ センター,メ ルボルン ・センター)の ご協力を得た。この結果,訪 問先では丁重なもてなしを受

け,貴 重な成果を得ることがで きた。ここに関係各位のご配慮に厚 くお礼を申し上げる。また,同 行 して

調査にご協力を頂いた㈱茨城総合研究所専務取締役大場泰博氏には,心 より感謝の意を表する。

本報告書は,調 査の実態についてとりまとめたものであり,本 報告書が,広 く関係各位のご参考になれ

ば幸いである。

昭和63年3月

財団法人データベース振興センター

＼
＼
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調査の実施について

1.調 査 目的お よび方法

オース トラリアは1973年 に英国がECに 加盟 して以来,従 来の英連邦主体の貿易構造からアジア重視の

貿易構造への転換 を図 りつつある。外交面でもアジア ・太平洋地域に属す る西側先進民主主義国の一員 と

して,ア ジア ・太平洋重視の姿勢 を打ち出している。 また,デ ータベースを含む情報分野においてオース

トラリアは,東 南アジア書誌情報,英 連邦地域再生可能エネルギー源情報などで東南アジア地域に対 して

協力活動 を始めている。

国際協調 という長期展望 に立って,先 ず,オ ース トラ リアにおけるデー タベース関連の政府,団 体,企

業 と交流 し、実態調査 を行 い,デ ータベース ・サービス面でのアジア ・太平洋地域における位置付 けと役

割分担を明らかにするための手がか りを得ることを目的にオース トラリアの情報関連(特 にデータベース

関連)の 主要関係機関を訪問 し,調 査および意見の交換 を行 った。

2.調 査 期 間

昭和63年2月1日(月)出 発

昭和63年2月10日 ㈹ 帰 国

3.調 査 員 等

○調査員(執 筆)

小 関重 美 ㈲ デー タベ ー ス振興 セ ンター振興 部長

市 川公男 〃 振興 課長

小泉幸 一 〃 研 究員

○同行者(執 筆)

大 場泰博 ㈱茨城 総合 研究所 専務取締役

○通 訳

シ ドニー,キ ャ ンベ ラ

Ms.NorikoKojiro-Brown

メル ボル ン

Ms.YokoDavies

4.面 接 先,面 接 場所,面 接 者,期 日
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面 接 先 面 接 場 所 面 接 者 期 日

IDCAUSTRALIAPTY、
馳

56BerrySt.,NorthSydney, ・Mr .MervLangby 1987年

LTD, NSW2060 ・Mr .AlastairJames 2月2日 ㈹

Tel:(02)922-5300 DirectorofReserarch&Consulting 午 後

Telex:AA21571

ASOCIO Austrade(AustralianTrade ・Ms .BetinaReid,Austrade 2月3日 休)

commission) ・Mr
.M.P.Rydon 午 前

Minister'sAnteRoom, Chairman,ASOCIO

FirstFloor ConsultanttoFujitsuJapanLTD.

StocklandHouse
F

FulitsuAustraliaLtd

181CastlereaghSt. 41McLarenSt.,NorthSydney

SydneyNSW2000 Tel:(02)959-6555,

Tel:(02)265-3555 Telex:25233

Telex:21555 ・Ms
,MeganAlexander

. Fax:(02)264-8237 ManagingDirector'

EXPERTISEAustralia
「

3RDFL,53BalfourSt.

ChippendaleNSW2008・

Tel:(02)699-5946

Telex:AA20024

Fax:(02)698-1339

・Mr .MalcolmHarrison

DatabaseManager

CLIRSLtd.

55LavenderSt.

MilsonsPoint.NSW2061

Tel:(02)959-5075

Fax:(02)925-0755

ACIComputerService 同上
・Mr
,SteveCartland 2月3日 ㈹

ManagerAusinetService 午 前

StateAdministrationManager

99AlexanderSt.,CrowsNest,

N.S.W.2065

Te1:(02)437-6322

Telex:AA72065

Fax:(02)439-1309

OTC 同上 ・Mr .GarryChapple 2月3日 ㈱

(OverseaseTelecommuni・ ProductManager,OTCDataAccess 午 後

cationsCommlssion 231ElizabethSt.

Australia) SydneyN.S.W.

Tel:(02)287-5883

Telex:OTCAA120591

Fax:(02)264-2384

NewSouthWales 同上 ・Mr .RichardMcKI耳 2月3日 ㈱

Government ManagerResearch&Consultancy 午 後

DepartmentofIndustrial Bureau

DevelopmentandDecen・
・Mr ,TonyHaylen

tralisation SeniorDevelopmentOfficer

139MacquarieSt.

. Sydney,N.S.W.2000

Te1:(02)250-6666
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声

Telex:AA120972

Fax:(02)250-6630

・MrRayCoote

Manager,Project&QualityControl
.

66HarringtonSt.

TheRockざN.SW.2000

Tel:(02)237-0267

L Fax:(02)237-0256

Austrade EdmundBartonBuilding ・Mr .RossJames
.

2月4日 ㈱

(AustralianTradeCom血is・ King'sAvenue,Barton Managerinformation.Industries 午 前
.

sion) A.C.T.2600 ・Ms .ChristianKnyvett

Te1:(062)723911 ProjectOfficerInformationIndustries

Telex:62194

Fax:(062)732807

DapartmentofIndustry, EdmundBartonBuilding ・Mr .PeterMorris 2月4日 ㈱

Technology&Commerce Canberra,A.C.T.2600 AssistantDirector 午 後

(産業技術商業省) Tel:(062)723944 InformationIndustries

Telex:AA62654 ・Mr .LeoWood

Fax:(062)731838 StrategicIndustrialReserchBranch

・Mr
.PhitLansdown

AssistantDirectorJapanSection

・Ms
.DeirdreRose

'

InformationIndustries

DepartmentofTransport GPOBox594 ・Mr .ThomasArthur 2月4日 ㈱

andCommunications CanberraA.C.T.2601 Director 午 後

(運輸通信省) Tel:(062)679811 TelecommunicationsPolicyReview

・Mr .JimManning

DirectorIndustryPolicy

CSIRONET CluniesRossstreet ・Ms .SueO'Cornor 2月5日 ㈲

GPOBox1800 Manager,PublicRelations 午前/午 後

CanberraA.C.T.2601 ・Mr .KeithRobinson

Tel:(062)433299 Manager,BureauServices

Telex:AA62145 ・Mr .BrianHiggisson

Fax:(062)470985 Manager,InformationServices

・Dr .GeorgeHavas

「 ResearchandDevelopmentDirector

・Dr
.Ta-YanLeong

DeputyOfficer-in-Charge

」 CSIROAUSTRALIA

NationalLibraryof ParkesPlace,Canberra ・Ms .PaulineHaldane 2月5日(針

Australia A.C.T.2600 . PrincipalLibrarian 午 後

Tel:(062)621111 AsianCollections
F

Telex:62100 ・Mr .Vellacott

Fax:(062)571703 NationalLibraryDatabase

・Mr .WorwickCathrs
,

」

ExecutiveOfficer,AustralianBiblio・
.

graphicNetworkOffice

VictorianGovemment 5thFloor ・Ms ,SandraHenderson 2月8日(月)

DepartmentofManage一 1TreasuryPlace
1

PrincipalLibrarianOZLINE 午 前

ment&Budget MelbourneVIC3002 ・Ms .LindaGroom
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Te1:(03)651-5513 ActingChiefLibrarian

Telex:AA151572 UsersupportABNoffice

・Mr ,KimSweeny

ManagerStrategyDevelopment

・Dr .JeffBrown

DirectorInformationTechnology

ManagementDivision

,・Mr.DouglasMenon

TradeDevelopmentOfficer

AustralianTradeCommission

CommerceHouse

WorldTradeCentre

CnrFlinders&SpencerSts

Melbourne,Vic.3005

・Mr .PeterA.Reynolds

Director

KnowledgeEngineeringPty.Ltd.

52GippsStreetEastMelboume

Victoria3002

Te1:(03)614-4600
・Ms .JulieWilson

ProjectOfficer

InformationTechnology

Microelectronics
F

DepartmentofIndustry,Technology

andResources

228VictoriaPde.,E,Melbourne

Victoria3002

CSIRO 314AlbertStreet,EastMel・
・Mr
.TonyE㎜ers 2月8日

(CommonwealthScientific bourneVictoria,3002 DataBaseProductionGroup 午前/午 後

andIndustrialResearch Tel:(03)418-7333 ・Dr
.JimStockton

Organization) Telex:AA30236 LiaisonManager

EnergyInformationSen・lce

・Ms
.SusanHarvey

TelecomAustralia, 8/518LittleBourkeStreet, ・Mr .FrankY.Lee 2月8日 ㈲

Melbourne,Vic.3000 Manager-SwitchedServices 午 後

Tel:(03)606-6517 DedicatedNetworkServicesNBU

Telex:AA39448 ・Mr .JohnSchoots

DNSMarketingManager,Austpac

CommercialServicesDepartment

ADDA JETRO,Melbourne
・Ms
,SherrySuinn 2月9日 ㈹

(Austra|ianDatabase 4thFloor, SecretaryofADDA 午 前

DevelopmentAssoclation) StandardCharacteredHouse POBox53'

30CollinsSt.Melbourne HawthornVictoria3122

Victoria3000
・Ms .ElizabethOley

Tel:(03)654-4949 Head

LibraryandInformationServicesUnit

TheAustralianCouncilforEducatio一

nalResearchLtd.

9FrederickStreet,Hawthom,

Victoria3122

Te1:(03)819-1400
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・Mr .NeilSpeirs

1 JointManagingDirector

CityscopePublicationsPty.Ltd,

266AuburnRoad,

HawthomVictoria3122

Tel:(03)819-4672

BHP 140WilliamStreet, ・Mr
.MarkP.Pirola 2月9日 ㈹

(TheBrokenHill Melbourne,Victoria3000 GroupManagerInformationAnalysis 午 後
ProprietaryCo.Ltd) Tel:(03)609-3489 ・Mr

.MichaelBertie

Telex:AA30408 SeniorInformationServicesOfficer

Fax:(03)609-3808

,
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1.オ ー ス トラ リアの情報(処 理)産 業 の現 状

1.1情 報 産 業 の構 造

OA機 器 か らコンピュー タや 通信機器,デ ー タベー ス ・サー ビス関係 まで を含め たオー ス トラ リアの情報

産 業 は(図1-1参 照),こ こ数年,年 率15～17%の 伸 び を示 して いる。 その市場規模 の指標 とな る売上 げ は,

1984年 に は49億 豪 ドル,1986年 に は75億 豪 ドルで豪州 の国民総生産(GDP)の3～4%を 占めて い る。 そ

の市場 の内訳 は以下 の通 りであ る。

ハー ドウェア28億 豪 ドル(37%)

通信

ソフ トウェアおよびサービス

保守

OA機 器

その他

4

9
ム

9
臼

7

ワ
自

1

1

1

ノ'

ノ'

'ノ

''

ノ'

(19%)

(16%)

(16%)

(9%)

(3%)

情 報産業 は,1990年 に は約126億 豪 ドルの市場規模 にな ると予測 され てい る(図1-2参 照)。

ソ

フ
ト

ウ

ェ
ア

お
よ

び

サ
ー

ビ

ス
産

業

図1-1情 報産業の位置付け
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1986年,75億 豪 ドル1990年,126億 豪 ドル
資料出所:IDCAustralia

図1-2オ ー ス トラ リアの情報産 業市場 の動 向

オー ス トラ リアの輸 出に対す る情報産 業の貢 献 も大 き く,1985/86年 の 輸 出実績 は,1.4億 豪 ドル で総 輸

出額の10%を 占め る。 これ を1990年 に は3倍 以上の4.3億 豪 ドル に高め るこ とを 目指 して いる。

1.2ソ フ トウ ェア お よ びサ ー ビス 産 業

情 報産業 のなかで も,対 前年 比21%と 成 長 の著 しい ソフ トウェアお よびサー ビス産 業 につ いてみ る と,

現 在 の市場規模 は約12億 豪 ドル といわれて い る。パ ッケー ジ ・ソフ トウ ェア部 門 を中心 として,1992年 に

は約32億 豪 ドルの市場 になる と予測 され てい る(図1-3参 照)。

AUSTRADE等 の 資料 によれば,ソ フ トウ ェア およびサー ビス部 門の企業数 は1974年 の100社 か ら約10

年 後 の1986年 に1,100社 と,こ の約10年 間 で1,000社 ほ ど増 え,売 上げ も,1979年 の1.6億 豪 ドルか ら,1986

年 の 約12億 豪 ドルへ と10億 豪 ドル以上 の伸 びで ある。従業員総数 は約13,000人 で,そ の うちソフ トウ ェア

技 術者 は4,000人 程 度 といわれ てい る。企業 の大 半 は,従 業 員数20人 以 下で,年 間売上 げ500万 豪 ドル未満

の小企業 であ る。1986年 の例 で いえば,上 位16社 で1億 豪 ドル以上の売上 げ をあげ,そ れは業界全体 の売

上 げの5割 を占め る といわれ る。

さて,そ の ソフ トウ ェアお よびサ ー ビス業 界 の売上 げの内訳は次 の よ うになって いる(図1-3参 照)。

教育7千4百 万豪 ドル(6%)

情 報 処理 サー ビス2億6千 万豪 ドル(19%)

ソフ トウェア開発 請 負2億8千 万豪 ドル(26%)

パ ッ ケー ジ ・ソフ トウェア5億6千 万豪 ドル(49%)

以 上 の なか で も,パ ッケー ジ ・ソフ トウェア の比率 の高 さが 目立 っ。

産業技術商業 省の1986年11月 の 統計調査 に よれば,1985年 に おけ るコン ピュー タ ・ソフ トウ ェアの輸 出

は3千9百 万豪 ドルで しかなか ったの が,1987年 に は1億5千5百 万豪 ドルに なる と予 想 されてい る。 その

うち,パ ッケー ジ・ソフ トウェアの輸 出が7割 以上 を占め てい る。統計 調査 では,1983/84年 に 輸 出総額 の

3%に しかす ぎなか ったパ ッケー ジ・ソフ トウェアの輸 出が,1986/87年 に は その10%を 占め るよ うにな っ

た。

輸 出先(1986年)に つ いてみれば,ア メ リカ(37%)を 筆 頭 に,イ ギ リス(22%),東 南 ア ジア諸 国(15

%),ニ ュー ジー ラン ド(14%),日 本(4%)の 順 とな って いる(図1-4参 照)。

一8一



中

1986年,12億 豪 ドル1992年 、32億 豪 ドル

図1-3オ ー ス トラ リア の ソ フ トウ ェ ア お よ び サ ー ビ ス 市 場 の 動 向

資料 出所:IDCAustralia

3千9百 万豪 ドル

そ の他5百 万 豪 ドル

日本3百 万 豪 ドル

ニ ュー ジー ラ ン ド

1千 百 万豪 ドル

東南アジア諸国

1千2百 万豪 ドル

イ ギ リス

1千7百 万豪 ドル

ア メ リカ

2千9百 万 豪 ドル

7千7百 万豪 ドル

1億5千5百 万豪 ドル

図1-4オ ー ス トラ リアの ソフ トウ ェア輸 出の動 向

資料出所:IDCAustralia
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1.3情 報 産 業 の 振興 策

オー ス トラ リア連邦政府 お よび各 州政府 は,1983年 以 来,情 報産業 を産 業構造 転換の大 きな柱の一つ と

して重視 し,と くに ソフ トウェア産 業の開発,輸 出 を促進 して きた。 これ に関す る象徴 的な動 きが産業技

術 商業省 バ トン大 臣の産業 戦略プ ログラムの発 表 で ある。

(1)バ トン大 臣の ビジ ョン

1986年6月,産 業技 術商業省 のバ トン大 臣 は,情 報産業 の育成,開 発 戦略 につ いての報 告書(い わゆ る

バ トン報 告書)を 発表 した。 これに よる と,ソ フ トウェア,ハ ー ドウ ェア を含 む コン ピュー タ産業 を情報

産業 と定義 し,ま た この なか にほ,情 報通 信サ ー ビスや 情 報処 理サ ー ビス をも含 まれて いる。

バ トン大臣の情報産 業の開発戦 略プ ログ ラム即 ち産業 政策の重点 は,世 界 市場 を対 象 とした競 争力の あ

る産業 育成 を展開 す るこ とにあ る。 その重 点分 野の一つ が,い うまで もな く,ソ フ トウ ェア関連産業 で あ

る。

また,こ の報告 書の なか では,情 報産業 の市 場が,1986年 の12億 豪 ドル か ら1992年 の32億 豪 ドルへ と約

3倍 増 に成長す る ことを予測 して いる。 その ための振興 策 として,ソ フ トウェア産業 部 門での輸 出戦略 を

掲 げ,そ の際 の注力輸 出品 はパ ッケー ジ ・ソフ トウ ェア(AI,第 四世 代 言語 ソフ トウ ェア等)で ある とし

てい る。と くに,日 本へ は1986年 に300万 豪 ドルの輸出実績 が あるが,向 こ う3年 間に大幅 な輸出増 を見込

ん でい る。

また,バ トン戦略の もう一 つの重点 は,既 存の情 報産業 の基 盤 をベー ス として,同 産業 を育成,振 興 さ

せ るこ とにあ る。 この報告書 の なかでは これ らを実施 す るにあた り,オ ース トラ リア国 内の企業 あるいは

連 邦政府,各 州政府が,多 国籍企業 な どや,各 国政 府 と協 力 して,い わゆ るジ ョイン ト・ベ ンチ ャー を行 っ

て い くこ とが重要 であるこ とを指摘 して い る。

(2)バ トン戦略 におけ るデー タベ ース産業 の位 置付 け

デー タベ ー スにつ いて も,国 際 間の協 力 を促進 して い る とい われ る。例 えば,オ ー ス トラ リア,ニ ュー

ジー ラン ド,日 本 の3国 間で,FANTASIAと い う航 空券予約 システム を構築 して いる。

従 来,オ ー ス トラ リアで利用 されて きたデー タベ ー スは,金 融 関係 の もの を中心 として,欧 米系の もの

が 多か ったが,最 近 では,急 速 に国 内で開発 され たデ ー タベー ス も利用 され るよ うにな った といわれ る。

と くに オース トラ リアの独得 の環 境 で青 くまれた,独 得 の研究 開発 に もとつ くデー タベ ー ス,例 えば,農

業,農 村(遠 隔地 関係),鉱 業,工 業 部 門でのデ ー タベー スで ある。

バ トン報告書 のなかで は,情 報産業 を振興 す るにあた り,国 内で不足 して いる分 野が少 な くないこ とを

指摘 している。 それ らの報告 の裏 付 け と して,例 えば,デ ー タベ ー ス産業,通 信 関係の イ ンフラ等 の実 態

調 査 を実施 してい る。

デー タベー ス関係 では,大 学,CSIROな どの研 究機関,産 業界の 人々が,科 学 技術情 報 をどの ように利

用 しているか,ま たその際の問題 点は何 か とい う調査 であ った。 その結 果,

① オース トラ リアのデー タベ ース市場 は まだ小規模 で あるため,コ ス トが割高 であ る。

② 海外のデー タベ ース に依 存 して い るこ とか ら くる問題 例 えば地域性 が出 ない,ア クセス ・コス ト

が高い,と いった よ うな問題 点が指摘 されて いる。'

しか し,そ の報告 書の なか では,オ ース トラ リア国産の デー タベ ー スの内容,種 類の充実,コ ス トダ ウ

ン等 をどの よ うにはか ってい くか,と い う点 につ いては必 ず しも明確 に されて い るわ けでは ない。

さらには,デ ー タベ ース構築 のため の技術者,サ ー チ ャー等 の育 成,資 格制 度 な どにつ いての特別 な計
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画 もみうけられない。当面は大学,研 究機関や企業の組織内で,既 存のスタッフのなかからより高度な技

術者 を養成する方策をとってい くようである。

このような状況の中で,オ ース トラ リア文部省は,バ トン戦略 を受 けて,1988年 に大学での電子工学,

コンピュータ学部関係の定員 を1,000人 に増す計画を立てている。これはオース トラリアの人口を考 えた場

合,か なり大規模 なものである。
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2.オ ー ス トラ リア に お け るデ ー タベ ー ス(DB)・

サー ビスの現状

2.1オ ー ス トラ リア の デー タベ ー ス(DB)・ サ ー ビス の現 状

オー ス トラ リアは米 国 とほぼ 同 じ面積 に もかか わ らず,人 口はわずか約1,600万 人 と少 ない。この こ とは

全製造業 につ いて も共通 して言 え るこ とで あ るが,DB産 業 に とって も,絶 対的 なマー ケ ッ トの小 ささ を表

わ してお り,プ ロデ ューサ,デ ス トリビュー タに とって,国 内市場 だけ を対象 としたDB産 業 の存立 の難

しさ を物語 って いる。 このため,数 年前 までは,米 国のDBデ ス トリビュー タがオー ス トラ リア国内で入

手 した情報 を,オ ー ス トラ リアのユーザ は,高 い通信料 金,利 用料金 を払 いなが ら米 国か ら入手せ ざるを

得 ない状況に あった。

オー ス トラ リアにお けるDBサ ー ビス産 業 の国内市場 規模 に関す る正確 な統計,DB毎 の 売上やパ スワ

ー ド数 に関す る情 報は ,連 邦政府,州 政府 におい て も把握 してい ない。また,DBの 業 界 団体 であ るADDA

(AustralianDatabaseDevelopmentAssociation)で も正確 にはつ かんで いない よ うであ るが,リ アル

タイム型 の金 融関連情報サ ー ビス を含 む広義 の情報提 供サ ー ビス としては,年 間約1億 豪 ドルの売上 げが

ある と考 えられて いる。規模 だけ をみ る とオー ス トラ リアの市場 は決 して大 き くは ないが,市 場 の伸 び に

は 目を見張 るもの がある。

ADDAは,1982年11月 に オー ス トラ リアの商用DBの 開 発 ・構築 と,そ れへのア クセス提供 に直接的 に

かかわ る公的 ・私 的機 関 を代表 す る もの として設立 された。1987年5月 末現 在での会員 メンバーは正会員

が43,賛 助 会員 が68(他 に 個人会 員が71名)加 盟 してい る。 もちろん,DB関 連 企業全 てが加盟 している訳

では ないが,ほ ぼ網羅 してい る と考 えられ てい る。

これ まで,ADDAの 事 業 の1つ としてオー ス トラ リアのDBデ ィ レク トリの 第1版(1984)と 第2版

(1986)が 出 版 され た。 このデ ィ レク トリの第1版 で は,商 用化 されてい るDBは67で,31の 機 関(う ち

企業 は11)に よ って作成 され,8情 報 サー ビス ・シス テム によって利 用 に供 されて いた。計画 中の もの は

20機 関 の34DBで 計101DBが 収 録 され てい る。 第2版 では,76機 関 に よる182DB(商 用160,計 画 中22)が

収 録 されてい る。提供機 関の 公私 別 は39対37で,企 業 の増加が著 しい。

市場の伸び をDBの フ ァイル数 で見 る と,第2版 の86年 に は文 献DBで49(84年 は37)・ 数 値'グ ラフ ィ

ックスで45(同35),フ ル テ キス トで65(同21),人 物 情報 な どの事象 関連 で47(同15)のDBが 登 場 して

いる。 また,更 新頻度 でみ る と,近 年は ビジネ ス分 野 を中心に毎 日更新 す るDBが23に 増 え・ この ことは

ユ ーザ 層に広が りが 出て きた こ とを物語 って い る。現在,88年 度 版 のデ ィ レク トリの編 集が進 んでお り・

もう じき最新 情報 が入手で きるはず であ る。

最 近 になって,国 産DBの 輸 出 を積極 的 に推 進 しよ う とす る企 業 もい くつか現れ て きて お り・ 中で もビ

ジネ ス 情報 を中 心 に 大 企 業 向 け に総 合 的 な文 献 情 報 サ ー ビ ス を提 供 して い る 「オ ー ジー ネ ッ ト」

(AUSINET)を 運 営 してい るACIコ ン ピュー タ ・サ ー ビス社 は,少 数 ではあ るが,す で に韓 国・米国・

ニ ュー ジー ラ ン ド,欧 州 各国 にユーザ を持 っ てお り,今 後 日本 を含 め,積 極的 に国産DBの 海 外 向 けサー

ビスの提供 に力 を注 ぐ意向 を持 って いる。 この ような動 きに対 して,海 外 向けテ レコ ミュニ ケー シ ョン ・
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サービスを提供 している国営企業のOTCも,国 内で流通 しているDBの ディレク トリを編集 し,海外に向

けて積極的にDBデ ス トリビュータをサポー トする為のPR活 動 を開始 した。

2.2デ ー タベースの利 用状況

オース トラリアにおけるDBの 利用に関しては,最 初のDBと して,1974年 か ら米国有数の医学系DB

であるMEDLINEが 使われ始めたとい う歴史的背景か ら,DIALOG,BRSを 含む米国製DBの 利用が主

体であ り,使 用 されているDBの8割 を占めている。

その後,前 述のAUSINETを 契機 にDB産 業が開花 し,1980年 代に入 り,数 多 くの数値系ファイル,法

律・判例データが主体の「クラース」(CLIRS),科 学技術文献ファイルの「オース トラリス」(AUSTRALIS)

や 「サイロネット」(CSIRONET)等 の充実に伴い,国 産DBの 利用が本格化 してきた。

オース トラ リアにおけるDBの 利用料金に関 しては,日 本のNTTに 相当する国営電信電話事業体であ

るテレコムオース トラ リアの提供する公衆電話回線 とパケッ ト交換網 を使 う場合 とがあるが,前 者は市内

の同一地域,後 者は遠距離のDBに アクセスする場合に使われている。ちなみに公衆電気通信料金体系に

おける市内料金は,電 話 を切 らない限 り1コ ールになっているので,日 米欧に比較 し通信料金が安 く,ま

た,X.25ゲ ー トウェイの開発等,各 種のDBシ ステムへのアクセスを容易にする手段の開発等 も進められ

ていることか ら,今 後利用が進む可能性があると考えられる。

オース トラリアにおけるオンライン情報サービスの利用に関しては,現 時点ではかなり進んでいるとい

えるが,前 述のごとく市場の小 ささと,そ れによる利用単位当たりのコス トの高 さ等,産 業 としての将来

にいくつかの問題があることが指摘されている。

2.3連 邦 政 府,州 政 府 の デ ー タベ ー ス産 業 振 興 策,デ ー タベ ー スの 将 来 動 向

デー タベ ー ス産業 振興 策 につ いて は,連 邦政府,州 政府 ともに特別 な政策 を取 っては いないが,産 業 政

策の一環 で進め られて い る。 そのためDB構 築 に補助金 を出すべ きで ある と主張 して いる専 門家 も少 な く

は ない。

最近 では,DB業 者 か らの要 請に もとず き,公 的デー タの第三者へ の提 供 も含め た公開が オース トラ リア

にお いて も進め られて はい るが,各 省庁 がバ ラバ ラに個別企業 と対 応 して お り,統 一的 な対 応は取 られ て

いない。

また,国 産デー タの海外 への流 出 に関 す る問題意識 は低 く,オ ー ス トラ リア 固有 のデー タ を外 国企業 が

国内ユー ザ向 けに提 供 して いるケースが,各 種 統計デー タ,金 融,証 券 情報,農 業 情報分野 等に見 られ る。

具体 的 には,企 業信 用情報 はDun&Bradstreet,各 種 統計情報 は1.P.Sharp,金 融 ・経済情 報は ロイ タ

ー
,農 業 情 報 はAgriDataResourcesと い った具 合 で ある。 と くに,ABS(AustralianBureouof

Statistics)の デー タを1.P.Sharpに 無 料 で使 用 させて いるこ とへの不 満が 出 され てい る。 この よ うに,オ

ース トラ リア には182のDBが あ るに もかか わ らず
,利 益 の上 が るDB分 野 は,政 府 が提 供す る統 計デー タ

も含め,ほ とん ど外 国企業 に独 占されて い る状況下 にある。

しか しなが ら,教 育分 野(特 に学校 教育)に お ける コン ピュー タ ・リテ ラ シイ,イ ンフォメー シ ョン ・

リテ ラシ イの教育 は,DBの 利 用教 育 を含め,各 州政府 とも力 を入れ ば じめ てお り,今 後 の動 向が注 目され

る。

コン ピュー タ産業 の振興 策 につ いては,と くに ソフ トウェア産 業 の育 成 と輸 出 に力 を入れ てお り,各 種
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の資金的な助成措置を含め,21世 紀 に向けての戦略業種にすべ く振興策が取 られている。例 えば,全 国産

業拡大サービス計画,フ ァース ト計画 という助成策がある。

2.4デ ー タベ ー ス に関 して の ア ジ ア ・太 平 洋 諸 国,欧 米 との 関 係

DBに 関 す るア ジア ・太平洋諸 国 との 関係 で は,英 連邦 地域 再生可能 エ ネルギー～原情報 シス テムが,1978

年 に英 連邦地域首脳会議 の合意 を基 に設 立 され,オ ース トラ リアのCSIROに 本 部が 置かれ てい る。地域 発

生 の再 生可能エ ネルギー源(大 洋,風 力,海 洋,地 熱,水 力エネ ルギー等)に つ いて の文 献情報 をDB化

し,そ れか ら印刷体 とマ イクロフ ィッ シュでの 索引 を作成 して いる。

さ らに,米 国のWLA(WesternLibraryAssociation)作 成 の 図書 館情報 ネ ッ トワー ク用の ソフ トウェ

ア を英国,ニ ュー ジー ラン ド,シ ンガポール,マ レー シア等 と共 同 して購入 し,現 在 ネ ッ トワー ク化すべ

く作業 が進行 してい る。

2.5日 本情報 の必要性

日本の個別企業や業界に関するビジネス情報や企業信用情報,お よびハイテク情報 に関す る高い関心が

あるにもかかわらず,現 在オース トラ リアにおいて利用可能な日経テレコンやSTNイ ンターナ ショナル

経由のJICST-Eの 利用料金が余 りにも高す ぎて,オ ース トラ リアを代表する大企業であるBHPで す ら

利用 していないのが現状である。

しか しながら,コ ンピュータ ・ソフ トウェア産業 を中心 とし,中 小企業レベルにおける対 日本 とのビジ

ネス を希望する企業の増大 により,今 後,利 用料金やユーザ ・サポー ト,英 語によるビジネス情報の提供

が増 えれば,日 本製DB利 用が進むもの と期待 されている。
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3.連 邦政 府 ・州政府の現況

3.1産 業技術商業省

(1)情 報産業の開発戦略について

産業技術商業省の任務は,① オース トラリアの製造業,サ ー ビス部門を国際化させ ること。②技術移転

などの情報提供や,情 報産業部門をは じめ とする新 しい産業 の開発 である。当省の担当大臣は,AUS・

TRADEの 担当大臣も兼ねるバ トン大臣である。大臣は1986年6月,情 報産業の開発戦略についての報告

書を発表 した。

これによると,ソ フ トウェア;ハ ー ドウェアを含む コンピュータ産業 を情報産業 と定義 し,ま た情報通

信サー ビスや,情 報処理サービスも情報産業のなかに含めている。

バ トン大臣の戦略は,既 存の情報産業 をベースとして,同 産業を拡大 していくことを主眼 とする。 これ

を遂行するにあた り,デ ータベース業 を含む多国籍企業 を加え,ま た彼 らの関心事 もとり入れてい く方針

である。

現在の ところ,オ ース トラ リアで利用されているデー タベースは,ア メリカ製,ヨ ーロッパ製のものが

多い。最近では,国 内で開発 されたデータベースも利用されるようになった。

報告書のなかでは,情 報産業で不足 している分野も少な くないことが示 されてお り,デ ー タベースだけ

でな く通信面での実態調査 も実施 している。

バ トン大臣は,オ ース トラ リアの企業 あるいは政府が各国の企業 ・政府 と協力して,い わゆるジョイン

ト・ベ ンチャーを行っていくことが如何 に重要かを指摘 している。

昨年の2月,日 本の投資調査団が来豪 して会議 を行 ったが,デ ー タベースについては話題がでなかったが,

オー ス トラ リアの シス テム ・ソフ トウェアとかアプ リケーション ・ソフ トウェア といった ものについて

の関心が高かった。

(2)日 本を含む国際間の産業協力

日本の通商産業省 との協力プログラムをもっており,産 業協力についての次官 クラス協議 を今年5月 に

開催する予定である。協議の 目的は、両国の最強産業部門における日豪間協力の推進である。

バ トン大臣の情報産業の育成戦略(産 業政策)の 重点は,世 界市場を対象 とした競争力のある産業育成

を図ることにあ り,そ の重点分野の一つはソフ トウェア関連産業である。データベースについての国際間

協 力 も促進 されてい る。その具体例 として,オ ー ス トラ リア,日 本,ニ ュー ジー ラン ドの3国 間で

FANTASIAと 呼ばれる航空券予約システムを構築 している。

このデータベース構築プロジェクトには,当 初,キ ャセイパ シフィック,シ ンガポール航空,タ イ国際

航空等のアセアン諸国の航空会社 も加わることになっていたが,ア セアン諸国は独 自の システムをつ くる

ことに変更 したと報道 されている。

(3)情 報サー ビスの利用方法の調査

1986年 末に実施 した調査があるが,そ れは,大 学の研究者やCSIRO関 係者,産 業界の人々が、科学技術

情報をどの ように利用 しているか とい う調査であった。

その調査では,デ ー タベースそのものだけでな く,図 書館お よび書誌関連情報などのディレクトリにつ
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いて も検討 され た。

デー タベー ス供給業者の 多 くは,デ ー タベ ースの利用 売上状況 を知 られ た くな い との理 由か ら,デ ー タ

ベ ー スの利用状 況 を公 開 したが らない。従 ってDIALOGと かORBITと い った海外 のデ ー タベ ー スに焦

点 をあて ざる をえなか った。そ して,ど の よ うな調査 方法 をとったか とい うと,OTCを 通 じた海外デー タ

ベ ー ス との コネ ク ト時 間 を通 じて調査 した。それ に よる と,全 体 で400万 豪 ドルの 費用 をかけて いるこ とが

わか った。国内のデー タベ ース につ いては,MEDLINEな どの利用 で75万 ドル の費用 をか けている。

(4)オ ー ス トラ リアの デー タベー ス にっ いての コメン ト

オー ス トラ リアのデ ー タベ ー ス市場 は小 規模 であ り,従 って コス トが割高 であ る。 また,海 外の デー タ

ベ ー スに依 存す るこ とか ら くる問題 もある。①地域 性が 出ない,② ア クセ ス ・コス トが高 い,③ そ うか と

いって国産デー タベー スは,種 類,内 容 ともに未発達 な どの問題 であ る。デー タベ ー ス構 築の ため の技術

者,サ ーチ ャー等 の育 成,資 格制 度 な どにつ いては特別 な計画は ない。大学,研 究機 関や企業 では組 織内

で の既 存のス タ ッフの中か ら,よ り高度 な技術 者 を養成 す るよ うな シス テム をとってい るよ うであ る。

文部 省 は,バ トン大 臣の勧告 を受 けて,1988年 に大学 での電子工学,コ ン ピュー タ学部関係 の定 員 を1,

000人 に 増す計画 である。 これは オース トラ リアの人 口を考 えた場 合,か な り大規模 な もので ある。

3.2運 輸通信 省

(1)オ ース トラリアの電気通信政策全般

当省では,デ ータベース ・サー ビスの実態 については,管 轄外なのでコメン トはできないとのことであ

る。そこでオース トラリアの電気通信政策全般についての説明があった。

当省の管轄範囲は,① 国内の電気通信のサービスをしているテレコム,② 国際サービスのOTC,③ 国内

の衛星通信サービスを行 っているAUSSATで ある。国内のデータベース としては,テ レコムが扱ってい

るビデオテックス・システムのVIATELが ある。1987年9月,当 省では,VAN規 制等についての報告書

を出 した。この報告書では,VANサ ー ビスの機能について分析 している。

国内ではデータベースアクセス とか,VANサ ー ビスは,テ レコムの独 占の妨げにならないものであれば

認可 されている。 このようなデータベースのアクセスが一般公衆回線網を介 して地方から行われる場合に

は,通 信料金が時間単位で適用 されている。なお,VANの 認可業務 についてはテレコムに委嘱 している。

国際的には,OTCがVANサ ー ビスを独 占してお り,オ ース トラリアは,今 年,メ ルボルンで行われ る

国際電信電話会議の主催国になった。 その会議 において,オ ース トラリアは,国 際VANの 評価 を行 うこ

とになっているが,連 邦政府 としては,そ の公式見解 を形成中である。 しか し,情 報産業における成長の

可能性については十分認識 されている。

(2)全 国通信政策についての4つ の問題点

1987年9月,シ ドニーの国際通信研究所で,当 省大臣が行 ったスピーチの中で全国通信政策にっいての

発表が行われた。その発表のなかで大臣は4つ の問題 を提起 した。

①電気通信に関する独 占市場はどの ような性質の ものであるべ きか,ま た,ど の程度まで許容 されるべ

きか。

②民間による電気通信関係の設備およびサービスはどこまで許可 され,ど こまで促進されるべ きか・

③ とくに開放 された通信市場 において,OTC,テ レコムが効率的に運営 されるためには,ど の程度まで

構造の立て直しを行ない,ま た政府による規制が解除され るべ きか。
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④経済的および技術的にはどの程度,そ れ らの組織が規制されるべ きか,管 理 されるべ きか。

1988年2月 中頃までには,以 上の問題提起にもとつ いた電気通信政策に関す る声明が発表される予定で

ある。 これ らの動 きの背景 として,連 邦政府は,許 容できる範囲内で,均 一な価格でのサー ビスを提供で

きると考 えられているからである。これはオース トラリアにおける人口,地 理的な状況か ら,非 常に重要

な問題である。

実際の ところ,オ ース トラリアの電気通信は,主 要 なルー トにおける収益 によって,遠 隔地における電

気通信のコス トをカバー している。 これは政府の国民に対するサービス提供の義務 と考 えられている。

それ と同時に,テ レコムは,以 上のようなサービスを有効に実施するには,独 占市場の状況に一致 した

形で,他 のサービスをなるべ く自由化することも検討 している。例 えば,テ レコムの経済的および技術的

な面での規制機能を,独 立した第三者の手に委ねることも検討 している。

3.3AUSTRADE

(1)ソ フ トウェア産業 の輸 出戦略一対 日本

情 報サ ー ビス産業 は,1986年 の12億 豪 ドル か ら,1992年 の32億 豪 ドルへ と約3倍 増 に成 長す るこ とが予

測 され てい る。 その ため の振 興策 として,ソ フ トウェア産業部 門での輸 出戦略が あ げ られ るが,そ の際 の

主力輸出 品は,パ ッケー ジ ・ソフ トウ ェア(AI,第 四 世代言語 ソフ トウェア等)で ある。 と くに,日 本へ

は1986年 に300万 豪 ドル の輸出実績 が ある。向こ う3年 間 に,大 幅 な増 大が見込 まれ る。日本 企業 との技術

提携 を行 ってい る豪州 企業 は 多数 あ り,メ ル ボルンに あるISR社 な どはその代 表例 であ る。

② デー タベ ースの交 流

デー タベ ース につ いて も,日 本の諸機 関,企 業 に とって も関心 の もた れ る有益 なデー タベ ー スが多数 あ

る。 と くにオース トラ リアの独 得 な環境 で青 くまれた、独得 の研究 開発 に もとつ く独 得 のデー タベ ースが

あ る。例 えば,農 業,農 村(遠 隔地 関係),鉱 業,工 業 部門での 多種 多様 なデー タベ ー スであ る。 この他 に

金融 関係の デー タベー ス も各種 そろってい る。

オース トラ リア と して は,今 後 も,デ ー タベー スの種 類,内 容 を充実 させ て い き,出 来 れば2国 間のデ

ー タベ ー スで交流 を図 りたい と考 えてい る
。 オー ス トラ リアのデー タベ ー ス関係者 の 中には,日 本 のデー

タベ ース を 自社のデー タベー ス に加 えたい と思 ってい る人々 もいる し,日 本 のデー タベー ス関係者 も,同

様の期待 を抱 く人々 もい る と思われ る。

3.4ニ ュ ー サ ウス ウ ェー ル ズ(N.S.W.)州 政 府 産業 開発 地 方 分散 省

(1)N.S.W.州 政 府の産 業開発 地方分散 省の役割

当省 はN.S.W.州 の 産業 開発地方分散 を進め る機 関で ある。産業開発 の なか には,技 術 開発,コ ン ピュー

タ開発 が含 まれ る。オー ス トラ リア連邦政 府 と州政府 との関係 には,日 本の地 方 自治制 度 と違 って全 く独

立 した ものが あ る。 しか し,州 政策 と国の政策が一つ の地域 内で 同時進行 してい る場合 も多いので,な る

べ く協 力 し合 うように して い る。

一般 的には
,州 政府 と連邦政府 の管轄分 野は異 なる。連 邦政 府 は,国 内外 との電気通 信,防 衛 を担 当 し,

州 政府 の管轄分 野は輸送 機関,教 育,警 察,公 共施設(道 路,港 湾,水 道)で あ る。州,連 邦 政府 ともに,

コ ン ピュー タ,ソ フ トウ ェア,デ ー タベー ス を含む情報産業 の開発 に関 す る政策 を とって い る。

(2)N.S.W.州 政 府の デー タベ ース
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N.S.W.州 政 府 では,生 活産業 関連の 多数 の デー タベ ー スを持 ってい る。州 政府 に よ り構築 され,商 業 的

な他 の組織の協力 によ り使用 され るよ うにな ったデー タベー スに,CLIRSが あ る。これは,当 州の立 法お

よび判例法資料 な どの法律情報 を収め たデー タベー スであ り,全 国的 にア クセスで きるもの であ る。

この他 に,州,連 邦政府所有 の統計情 報デ ー タベー ス,地 図 の作成 に用 い られ る地理 デー タベ ー ス,水

道局 が土地省土 質局 と共 同で開発 した土地所 有情報 デー タベ ー スがあ る。

(3)情 報 産業政 策

当省 の情報産 業部門 におけ る役割 として は,州 内の コンピュー タ産 業 を開発 す る と同時 に,デ ー タベ ー

ス産業 をは じめ とす る周辺産業 の開発,そ してデー タベ ー ス構築 利用の促 進で あ る.そ うした観点 か ら・

州政府 として も,連 邦政府 と協 力 して各国がASOCIOの 会 員国 とな るように努 力 してい る。当省 は過去3

年 にわた りASOCIOの 事 務局 を務め,現 在 はAUSTRADEが 担 当 して いる。

当州 では,世 界各地 での産業 フェア等 に積 極 的に協 力 してい る。 また州 内の各産 業,企 業 と密接 に連 携

すべ く,財 務面で の支援 を含め,新 しい産業 支援 シス テムを検 討 中であ る。州政府 は,州 内で最 も雇用者

の 多い組織で あ り,州 政府 の もつ専 門的知識 を,今 後の行政 サー ビスに生か したい と考 えて いる。

(4)州 政 府 と民間企業 との協調政策

従 来,州 政府 と民間企業が協 力 し合 うとい う慣行 は少 なか ったが,今 後は積極 的 に増や してい く意向で

ある。当州で は,と くにソフ トウェア開発 に焦 点 をあて,パ ッケージ ・ソフ トウ ェア を開発 してい る。 ま

た,そ れ らのユー ザや 開発業者,そ して州 政府 の関係機 関 を対象 にセ ミナー を行 って きてお り,今 後 とも

継 続 して行 ってい きた い と考 えて いる。

このプ ロジ ェク トの対象 とな ってい るもの は,デ ー タベ ー スの ソフ トウェア,エ キスパー ト ・シス テム

等で ある。 オース トラ リア製の ソフ トウェアが3つ の分 野で成功 して いるが,そ の一つ はパ ソコンのパ ッ

ケー ジ ・ソフ トウェア であ り,こ れは最 近,日 本 でベ ス トセラーに なった よ うで あ る。

(5)州 政 府 の情報産業へ の助 成策

州政府 としては,ソ フ トウェア会社 などの情報産業 に対 し,助 成策 として低金利 での融 資制 度 があ った

が,廃 止 された。 それ に代 わ り現在 では,連 邦政府 の減税制 度 に とって代 わ られ た。 これは,開 発 コス ト

の150%を 必 要経 費 として落 とせ る とい うもの で ある。

当州 での補 助金,助 成金制度 は以前 と比べ て縮小 してい る。一般 的な産業補助 金の制度 としては二種類

ある。 その一 つは,連 邦政府 とN.S.W.州 政 府 との ジ ョイ ン ト・ベ ンチャーで行 って い る全 国産業拡 大サー

ビス計画 とい うもので ある。 これは産業全般 を対 象 とす る もの で,企 業 の効率化 を促 すため に コンサル テ

ィングをす る会社 に補 助金 を出す とい うもの で ある。 もう一つ はフ ァー ス ト計 画 とい うもの で,技 術革新

を生み 出す 「種 まき」 をす る制 度で,総 額 で5万 豪 ドル とい う小規模 な もので ある。

また州政府 は,N.S.W.投 資 会 社 を所有 して い る。 この 会社 は い くつか の ソフ トウ ェア会 社の株 主 であ

り,ま たINFOLINKと い う会社 の大株主 で もあ る。この よ うな形 を通 じて ソフ トウ ェア 関連 のベ ンチ ャー

企業 を間接 的 に支援 してい る。

(6)オ フ セ ッ ト ・プ ログ ラム

オフセ ッ ト・プログ ラム(制 度)は,N.S.W.州 で も適用 して いる。 以前は,他 州 と同様 に独立 したプ ロ

グラム を導入 していた。 しか し連 邦政府 のオ フセ ッ ト・プ ログラム と各州の プ ログラムが対立 してい たこ

とか ら,連 邦政府 が全 国的 なプ ログラム をつ くり,各 州 が これ に調 印 してこれに協調 す るこ とに なった。

従来の オフセ ッ ト ・プ ログ ラムの もとで は,あ る多国籍 企業 があ る州の あ る企業 にハ ー ドウ ェア,ソ フ
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トウェア を販 売 した場 合 に,売 上 げの30%分 をその州 か ら製品 を購 入 しな けれ ば な らなか った。 しか し,

新 しいプ ログ ラム では,ど の州か らで も買 って よい とい うもの に変 った。

(7)コ ン ピュー タ関連 産業 の育成'

コ ンピュー タ関連産 業 り育 成 に力 を入 れて い るの は,豪 州 内で はN.S.W.州 と ビ ク トリア州 で ある と考

えられ る。N.S.W.州 政 府 として は,デ ー タベ ース産業 に対す る独 自の政 策 はない。管轄外 で ある とい うこ

とで詳 しくは調査 で きなかったが,・オー ス トラ リアの デー タベー ス につ いて次 の よ うな コメン トがあ った。

ABS(オ ー ス トラ リア連 邦政 府統計局)で は,秘 匿情報 につい ては と くに注 意 を払 って い るよ うで あ る。

例 えば,一 般 的 な事業 所情 報 な どで,1社 とか2社 しか ない場合,ブ ラン クにす る場合 が ある。ABSか ら

の統 計情報 は ある程度 加工 されて,総 合化 された情報 である。

同様 な ことが,国 勢調査 の情報 で もい え る。例 えば,オ ース トラ リア には200軒 位 しか ない地 域が ある

が,そ うい った とこ ろで あ る と,そ の地域 の人々の国籍,所 得 だ とか,ど ん な車 を もって いるかな どとい

った,プ ライバ シーが侵 されやす い。 その ため,そ れ らを保護 す るよ うな ランダム エ ラー を加 えて処 理 し

てい る との こ とであ った。

3.5ビ ク トリア州 政 府 大 蔵 省

(1)州 政 府 の 日本情報 産業へ の関心

ビク トリア州政府 は電気通 信事業並 び に情報 産業,と くにコン ピュー タの ソフ トウェア産業の振興 に力

を入れ てい る。 また,州 政府 は,日 本 のデー タベ ース などに関心 をもってい る。 今後,日 本の科学技 術情

報 セ ンター な どを通 じて,科 学技術情 報分野 にお けるデー タベー スでの交 流 を図 りたい として いる。

② 州政府 のデー タベ ー ス利 用

デー タベー スの利用 に関 し,公 共部 門 は,民 間部門 よ りも立 ち遅 れて い る。 それで も州 政府の 出先機 関

(Agency)は,ほ と ん どがデー タベ ー ス を活用 してい る。主なデー タベ ー スは,CLIRS(立 法 お よび判例

法 資料 などの法律情報 デー タベ ー ス)と,LANDATA(LandOwners'Data,土 地 所有権 な どの土地登 記`

情 報 デー タベ ース)で あ る。

州政 府の所有 してい る行政,統 計情 報 を生情報(未 加 工)の まま,民 間の代理 店 を通 じて販売す る こと

もあ る。最近 では,州 政府の 各種 行政 情報 をデー タベ ース化 して,販 売す るこ とへ のニー ズ も高 まって き

てい る。デー タベ ー スばか りで な く,ソ フ トウェア も販売 して い きたい との希 望 を持 ってい る。

③ 新 ソフ トウェアの研 究開発

現在,KnowledgeEngineeringと い うコンピュー タ ・サイエ ンスの研 究開発 会社 と,メ ルボル ン大学 の

プー ル教 授 らの グルー プ と協 同で,新 しい ソフ トウェアの研 究開発 が行 われ て いる。

オー ス トラ リア連邦政 府 に よ り選 ば れ,助 成 を受 けた このグループ は,ビ ク トリア州政府 か らの助成 も

受 け,新 ソフ トウェア の研究開発 セ ンター をメルボル ン大学内に設 けて いる。 この グループ は,情 報検 索

ソフ トの ノウ・ハ ウ を持 ってい る。 この ソフ トウ ェア はTITANと い い,多 方面(IBM等)で のテス トに

もた え,現 在,東 南ア ジア な どに輸出 されて もいる。

このTITANの 特 長は,何 百万 とい う量 の件数 を収 め られ,デ ー タベ ース に無数 の検 索項 目を もたせ る

ことが で きる。 い ろいろな組合せ がで きて,し か もサ イズに関係 な く,何 秒 もかか らな い速度 で検 索で き

る。プ ロ グラ ミン グも必要 な く,デ ー タベ ース をセ ッ トア ップす るの に2時 間以 内でで きる。 この よ うに

使 用法 は簡単 で,か つ簡単 に操作 で きるタ ッチ ボー ドの 入力方式 も開発 され た。 また,最 近,連 邦政府(厚
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生省)の 助成 によって,病 院 向けの タ ッチ ボー ド式入力 ボー ドを開発 中 であ るとい う。

連 邦政府の助成 に よる研究 開発の過程 で,TITANが 開 発 され,こ の研究 グループ は正 式 に公認 されて い

ないが,仮 にこの グループ に投資 した い とい う企業 等が あれば,150%の 税 の減免 措置が受 け られ るこ とに

なってい る。

(4)ビ ク トリア州政府 のデー タベ ース ・ネ ッ トワー ク ・システ ム

デー タベース構築 お よび その利 用 に関 して,連 邦政府,州 政府 ともに,公 的 な助成,優 遇 措置 はな い。

しか しバ トン大 臣の新 た な情報産 業政策 で は,今 後,オ ース トラ リア国 内の全州 の州都 は,各 々デー タベ

ー ス ・ネ ッ トワー クを構 築すべ きこ とを求 め てい る。

ビク トリア州政府 として は,政 策立案 のみ な らず,種 々の行政 活動 において,連 邦政 府統計局 などの統

計,産 業情報 をDIALOG,BRS,SDC,ACIな どを経由 して,ア クセ ス利 用 してい る。また当州 ではす で

に,州 内の電気通 信ネ ッ トワー ク ・システム を構築 す るための会社VISTLE(公 社 か第3セ クター)を 設

立 してい る。

ビク トリア州政府 として も,デ ー タベ ー ス構 築 に関 す る具体 的 な政策 は まだ ない ものの,デ ー タベ ー ス

が如 何 に重要で あるか を認識 しは じめ て いる。 当州 は,デ ー タベ ース に関 しては,未 だ 「よ ちよち歩 きの

子供」の状態 であるが,将 来 は,州 独 自の デー タベー ス ・ネ ッ トワー ク ・シス テム を構 築 したい との意 向

が ある。
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4.主 要 機 関 ・企 業 の現 況

4.1CSIRO(オ ース トラ リア科学 ・産業研究機構)

(1)概 略

CSIRO(CommonwealthScientificandIndustrialResearchOrganization:オ ー ス ト ラ リ ア 科 学 ・産

業研究機構)は 同国の基礎および応用科学研究推進の中枢機関であって,科 学技術研究や国際協力のため

の,資 金援助に当たるほか,傘 下には5研 究所,5研 究部,1研 究センターをもち種々の分野の研究を推

遣 して いる。

情報に関するものでは研究成果を一次雑誌 として出版するほか,主 として所属研究者の必要にこたえて
・

CILES(CentralInformationLibraryandEditorialSection)が 図 書 館 ・情 報 サ ー ビ ス に 当 た っ て い る 。

'CILESC
entralInformationService(CIS)はCSIRO内 外 の科 学者へ の情報提 供 に当た る とともに,

多種類のデータベース を作成 している。

CSIROが 構築 しているAUSTRALISと 呼 ばれるオンライン情報サー ビスはCSIRONETに よ り提供

され てい るが,そ のい くつか は,AUSINETで も利 用可能で あ る。

表4-1CSIROで 構 築 しているデー タベ ー ス

略 名 デ ー タベ ー ス名 対 象 分 野

ABOA AustralianBibliographyofAgriculture 農 業,地 域 開発,林 業,水 産 業,食 品科 学 技術,Humannutrition

ACTF CSIROActivitiesFile CSIRO活 動内容

AVID AgricultureVictoria-LibraryCatalogue ヴィクトリア州農業 ・地域事情局の傘下にある図書館の蔵書の書

誌情報

CONF AustralianConferences 国内で行われた会議 海外で行われたオース トラリアに関する会

議,ア ジア太平洋地域で行われた科学技術に関する重要な会議

CRIP AustralianCumputerResearchinProg・

reSS

コンピュータに関する調査研究

CSX CSIROIndex CSIROが 資金援助 した調査研究成果

FILM CSIROFilms 1946年 以 降CSIROが 作 成 した フ ィル ム

HERA HERITAGEAUSTRALIA 歴史的,自 然的遺産に関ずる書誌情報

MRIP AustralianmarineResearchinProgress 技術,器 材,自 然科 学,生 物 医 学,漁 業,栽 培 漁業,エ ン ジニ ア

リング,資 源管理に関する調査研究

. NREL CSIRONewsReleases CSIROの ニ ュ ー ス ・ リ リ ー ス

RED RenewableEnergyDirectory アジア ・太平洋地域19ケ 国における再生可能エネルギーおよびエ

・ ネルギー管理に関連した製品や専門家情報

REI RenewableEnergyIndex 再生可能エネルギーに関する書誌情報

RRIP AustralianRuralResearchinProgress 大 麦,小 麦,綿,酪 農,乾 燥 果 実,,水 産 物,蜂 蜜,豚 肉,牛 肉,

鶏肉,煙 草,羊 毛等の農水産物調査情報

SIRO CSIROResearchinProgress CSIROが 行 った}),関 連 し た調査 情 報

STRC ScientificandTechnicalResearch 連邦政府,州 政府,政 府系研究機関,教 育機関,非 政府機関の科

CentresinAustralia 学技術研究センター向けのりファレンス情報

WATR STREAMLINE 水質,水 資源調査開発,塩 分,侵 食,水 管理,水 利用等を含む水

や排水利用に関する情報

WINE WINE オー ス トラ リア とニ ュー ジー ラ ン ドに お け る ワイ ン産 業 に 関 す る

包括的情報
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(2)AUSTRALISの 概 要

AUSTRALISはCSIROのBureauofInformationandPublicCommunicationが 開 発 し,オ ース ト

ラ リアの科学調査教育機 関向 けの情報サ ー ビスで,国 内最 大規模 の科 学技術情 報デー タベ ー スであ る。主

にCSIRONETを 通 じて利用 で き,豪 ドルでの支 払がで きるこ とか ら,国 内ユーザ に とっては通貨 の変動

に よる影響 を受 けな くてすむ メ リッ トが ある。また,研 究開発 活動 での利 用につ いては,利 用金額の150%

が 免税 となる制 度があ るの で,そ の利 用 は年 々増大 して いる。

AUSTRALISが カバー して い るデー タベ ー スの分野 と しては表4-1に あ るよ うに,農 業 お よび食 品

科 学,エ ネル ギー,水 資源,運 輸,オ ース トラ リアの遺産,コ ンピュー タ,海 洋科学,CSIROで 行 われて

い る調査,科 学技術政策 と管理 等 があ り,書 誌情報,フ ル テ キス トでのサー ビスが行 われ てい る。

4.2NationalLibraryofAustralia(オ ー ス トラ リア国 立 図 書 館)'

オー ス トラ リア におけ るオ ン ライ ン情報 サー ビス につ いて,主 導 的な役割 を果 た したのは,国 立 図書館

(NationalLibraryofAustralia)で あ り,1976年 にMEDLINEサ ー ビス を開始 した時 に始 まる。 続 い

て,NLAが 主 導 して11の 主 要図書館 の組合 によ りAUSINETが 設 立 され,現 在ACI(AustralianCon-

solidatedIndustries)ComputerServicesに よ り商業ベ ース で運 営 され てい る。

NLAは オ ー ス トラ リアの図書館 と,図 書館 を基盤 とした情報 サー ビス にお いて指導 的役割 を果 た して

い る。AUSMARCの よ うな基 準 を作 り,全 国総合 目録NUCOM(単 行 本),NUCOS(逐 次 刊行物),NAL

(新 聞),NUC(障 害 者用 資料),NUCOMUSIC(音 楽)の 作成 に 当たって いる。 その科学 技術情報サ ー

ビス調査委 員会(ScientificandTechnicalInformationServiceEnquiryCommittee;STISEC)は こ

の分野 の政策 の最初の広範 な分析 を－t`STISECReport1974"に 発 表 した。

最近NLAは オ ース トラ リア書誌 ネ ッ トワー クABN(AustralianBibliographicNetwork)を 開 発 す

るこ とに よ り,国 内の協 力 と資 源共 有の新 しい基準 を作 った。 この ネ ッ トワー クは,1981年11月 に 開始 さ

れ、1986年6月 現在 では,447万 の 書 誌 レコー ドと452万 の所蔵 情報 を含み,毎 年 約50万 レ コー ドが追 加 さ

れ てい る。現在 このフ ァイル には,国 外 の米 国LC(LibraryCongress),英 国 のBL(BritishLibrary),

カ ナ ダ とニ ュー ジー ラン ドの国立図書館 の 目録 デー タ も含んで い る。

ABNは オ ンラインを用 いた分担協 力 に基 づ く自動 化書誌機能 であ る。 米国の ワシ ン トン図書館 ネ ッ ト

ワー ク(WLN)が 開 発 した ソフ トウ ェア をNLAが 増 強 して使 用 してい る。大 きな 目録 フ ァイルの利 点 を

用い て図書館 の 目録作業 を軽 減 してい る。現 在79の 図 書館 がABNに 参 加 し,そ の他152社 が参 照検索 と所

在調査 に利用 して いる。

オース トラ リア では,ABNの よ うな有効 な書誌 ツー ルが一般ユ ーザ も手軽 に利 用で きるシステ ムがす

で に出来上が っている。 また,内 外 デー タベー ス に関 して も,図 書館 で,学 生や一般市 民が手軽 に利 用 で

きるよ うに,国 が補助 金 を出 して いる。

4.30TC(TheOverseasTelecommunicationsCommission,Australia)

(1)OTCの 概 要

オース トラ リアの国際電気 通信 サー ビスは,オ ース トラ リア海外電気 通信委員 会(OTC)に よ って提 供

され てい る。OTCは1940年 代 に設立 された 日本 のKDDと 似 た組織 で独 占の企業体 で あ り,当 初電話 が主

体 であ ったが,現 在 では,電 話 に加 えてTELEX,パ ケ ッ ト交 換(デ ー タベ ー スへ の接続),専 用 線 のサー
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ビス等 を実施 して いる。パケ ッ ト交換 につ いて は,オ ース トラ リア国内に はテ レコムの提供 す るAUSPAC

が あ るが,OTCは こ れ と接 続 してい る。

(2)パ ケ ッ ト交換 サー ビス

パ ケ ッ ト交換サ ー ビスは ,OTCDataAccessが 担 当 して いる。1979年 米 のTIMENETNETWORK

の 一 部 として作 られ,現 在38ヵ 国 と接続可能 で ある。ADDAが 発 行 して い るデー タベ ー ス ・デ ィレ ク トリ

情報 を もとに,海 外 向 けにオー ス トラ リアのデー タベー ス ・デ ィレ ク トリを作 成済 みで あ る。 これ を海外

に配布 す るこ とに よ り,オ ース トラ リアのデー タベー ス を振興 し,海 外 か らオース トラ リア ・デー タベ ー

スへの接続 が増 えるこ とを期 待 して いる。

1980年 頃 に国 内の図書館員,大 学研 究員か らの米国のデー タベ ー スへ の接 続要望 を受 け,OTCと してパ

ケ ッ ト交換 サー ビス を通 して米国 のデー タベ ースの提供 を可能 と した。現 在 では 日本,ヨ ー ロ ッパ,マ レ

ー シア と拡 大 している
。デー タベ ース数 も増加 の一途 であ る。中で も米 国のDIALOG,ORBIT,Pergamon

が と くに多い。

(3)通 信 料金

通信 料金 は,日 本 と同様高 い と言 われて いる。

パ ケ ッ ト交換 は高度 な技術 で高価 な もの となってい る。OTCとTELECOMが 協 力 し合 い,料 金 を下 げ

る模 索 を してい る。パ ケ ッ ト交 換の みで収益 を上 げ るよ う努力 してい る。

(4)デ ー タベー ス ・サー ビス

デー タベ ー スはデー タ通信拡 大 に もな るので,OTCは 積 極的 に取 り上 げてお り,市 場 を産業 別分 野 に分

け各産業 に合 ったデー タベ ー スの販売促進 を行 ってい る。エ ンジニア リング,旅 行,衛 生,健 康情 報等 に

つ いては ビデ オテ ックス とのゲ ー トウェイ を開発 中であ る。 異 なった基準 の もの とイ ンタフ ェー ス を合 せ

るこ とをね らってい る。

デー タベ ースの み を使 うユーザ の数は把握 して いないが,国 際 トラフ ィ ック面 か ら見 る とパ ケ ッ ト網 の

ユーザの20%位 が デ ー タベ ース ・ユ ーザ であ る。デー タベー スの利用 を含 んだパ ケ ッ ト交換網 のユー ザ は

収 入で年40%の 伸 び を示 して いる。

AUSINETを 提 供 してい るACIは,競 争相 手の一つ ではあるが,公 共のパ ケ ッ ト網 を用 いず ,国 際専 用

線 を用 いて い るケー スが 多 く,専 用 線パ ケ ッ トともOTCの 管 轄下 にあ る。

現在,デ ー タベ ー ス仲 介サ ー ビス を開発 中であ る。これは普通 の英語and/or等 の ア ル ゴ リズムで,利 用

者 が簡単 な方法 でデー タベー ス にア クセスで きる もの を想定 してい る。

⑤ 海外 のデー タベ ー スの利 用

オー ス トラ リアは他国 との 距離が離 れてい るこ とか ら,海 外 の デー タベー ス を利 用す る上 で,代 理店 が

必要 とな ってお り,と くに海外 のデー タベ ースヘ ア クセスす る上 で2つ の 問題 が あ る。

① 申 し込 んで か ら使 え るまでに時間 がかか る。②海外 か ら請 求書 が来 る とい う問題 で あ り,こ れ らは 国

内の代理店 を使 うよ う指 導 し,豪 ドル での請 求で統一 される ように改善 されつ つ ある。

代理店 があれば,す ぐパ ス ワー ドを入手可 能 となる。 オー ス トラ リアの デー タベ ー スは海外 で あ ま り利

用 され ていないので,前 述 の様 にデ ィレ ク トリを海外 向けに作 成 した。 なお,従 来か らオー ス トラ リアの

デー タベー スはCuadraの デ ィレ ク トリに も含 まれて いた。

オース トラ リアか らの 日本 の デー タベー スへ のア クセスにつ いて,ユ ーザ も少 な く利 用度の 高い もので

はない。
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米 国 でAUSINETの デ モ ン ス トレー シ ョ ン を計 画 中 で あ る(AT&TとACI)。 こ の他 に もNET・

WORKEXPRESS,CLIRS(法 律)等 を国際 的 に拡 げ る必要 があ る と考 えてい る。

4.4TelecomAustralia

オ ー ス トラ リアの国 内電気通 信サ ー ビス(電 話,電 信,電 報,パ ケ ッ ト交換)は オース トラ リア電気通

信 委員会(TelecomAustralia)に よ って提 供 されて いる。

(1)電 話

市 内電 話料金 は何時 間で も同一料 金,市 外 は タイムチ ャー ジが ある。 市内料金 の タイム チャー ジ化 につ

い て論議 されたが,市 民の反対 に合 い白紙 に戻 す こ とになった。 この様 に市 内料金 が タイムチ ャー ジ制 で

ないこ とは,何 時 間使 って も同一料 金で あ り,不 合 理で あ る反面,デ ー タ通信,パ ソ コン通信,フ ァ クシ

ミリ通 信の普及 には役 立 って い ると考 え られ る。

(2)AUSPAC

AUSPACは1982年 商 用化 した。現在39の 交 換局,7,000の ア クセ ス ・ポイン トが あ り,国 内の料金 は表

4-2の 通})で あ る。AUSPACで は 時間料金 が あるが,電 話市 内料 金は タイムチ ャー ジで ないの で,都 心

部 ではAUSPACよ り電話 の利用 が多い。

1980年 に市場 調査 をした結果X.25を サ ポー トす るこ とを決 め,回 線交 換サ ー ビス は行 わ ない こ とと し

た。 ヨー ロッパ で もパ ケ ッ ト交 換サ ー ビス が伸 びてお り,こ の選 択は正 しか った と考 えられ てい る。パ ケ

ッ ト交換 の トラフ ィッ クの増加 は,過 去2年 で100%の 伸 びを示 して いる。'A=後,少 し停 滞す るこ とは あろ

うが,ま だまだ伸 びる と期待 してい る。

AUSPACの 料 金 が距離 に関係 な いの で,都 心 と地域の差 は な く,同 一 の条件 で使 用で きる。現実 に農家

で もAUSPACを 用 いて いる。 地方 の農 家の場 合,電 話 網か らAUSPACに 接 続 可能で あ る。

表4-2利 用料金(伝 送量,接 続時間)

伝 送料(Kセ グ メ ン ト当た り) 接続料(1時 間当た り)

ピー ク時 オフ ピー ク時 ピー ク時 オ フピー ク時

直接収容回線 $1.16 58セ ン ト 38セ ン ト 38セ ン ト

電 話網経 由 $1.16 58セ ン ト $4.20

プ ラ ス$0.19/VC

$1.55

注)1.ピ ー ク時 とは 月曜 ～金 曜 日まで の 午 前8時 か ら午後6時 ま で

オ フ ピー ク時 とは 祝祭 日を含 む そ れ 以 外 の時 間 帯 に適 用 さ れ る

2.1セ グ メ ン トとは64オ ク テ ッ ドまで(1オ クテ ッ ドは8ビ ッ ト)の 情報 量 で あ る。

1パ ケ ッ ト(最 大1,024ビ ッ ト)は1セ グ メン ト(0～64オ クテ ッ ド)も し くは2セ グ メン ト(65

～128オ クテ ッ ド)で あ り,そ れ 故1Kセ グ メン トは最 大512,000ビ ッ トま で とな る。

(3)デ ー タベー ス

AUSPACか ら接続 で きるデー タベ ー スは表4-3の 通 りで,全 て のデー タベー スがAUSPACに つ な

が ってい るわけでは ない。TELEMEMOと は,電 子 メー ルサー ビス であ る。VANサ ー ビスは,テ レコム

の独 占でな く,競 争 原理 を導入 してい る。 テ レコムが行 って いるVIATEL(ビ デ オテ ックス ・サ ー ビス)

以 外 に民間のサー ビスが あ り,TELEMEMOの 他 に民間の電子 メールサ ー ビス もあ る。
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表4-3AUSPACか ら接続 で きるデータベ ース

デー タベ ー ス名

AustralianBibliographicNetwork

ACIComputerServices

InformationManagementDivision

CentralDomputerSystem

CLIRSLtd.

CREDITEL

Nationa1Dun&Bradstreet(Aust .)P/L

ELDERSPASTORAL

(ADivisionofEldersIXLLtd.)

InformationExpress

I.P.SharpAssociatesPty、Ltd.

NationaldrugInformationService

NationalLibraryofAustralia

RESOURCEDATAPty.Ltd,

TELECOMAUSTRALIA

THORN'EMIInformationServices

対 象 分 野

全分野に渡る書籍,雑 誌,フ ィルム,地 図,レ コー ド等300万 件以

上の書誌情報と収録図書館名

ビジネスを中心 としたあらゆる分野

フィルム

連邦政府,州 政府の法律,判 例,各 種報告書

企業信用情報

ビジネス,企 業信用 ・財務

農業,株 式 ・市況

農 業 ・農 村,ビ ジネ ス ・金 融

マ クロ経 済統 計,エ ネル ギー,フ ラ イ トス ケ ジ ュー ル

医 薬 品

MEDLINEを 提 供

株 式 ・市 況,経 済 情報,気 象

電 子 メー ルサ ー ビス

ビデ オ テ ックス ・サー ビス

4.5ASOCIOAustralia

(1)オ ー ス トラ リアの ソフ トウェア業 の概況

オース トラ リア では過去20年 の 間 に,ソ フ トウェア産業が大 きな産業 に発達 して きて お り,現 在約1,200

の ソフ トウェア ・ハ ウスが約16,500名 を顧用 し,年 間生産額 は1987年 度 に約7億 豪 ドル で あった。

オース トラ リア産業 技術商業 省の1986年 度 統計 に よれば,1985年 か ら1986年 に か けて ソフ トウ ェア ・パ

ッケー ジ,ソ フ トウェア ・サ ー ビス の輸 出売上高 は それ ぞれ123%お よ び93%と 著 し く増加 して いる。

AUSTRADEで は1987年 現 在約1億 豪 ドルの ソフ トウェア関連輸 出総 額 を,1990年 に は少 な くとも3億

豪 ドル にす る と考 えてい る。

オー ス トラ リアの ソフ トウェア産 業界 には,2つ の 企業カテ ゴ リー が あ り,そ の1つ は50く ら いの比較

的大 きな規 模 の企業 で あ り,外 資や 公営企業 も含 まれてお り,第 四世代 言語,エ キスパー ト ・システム,

シス テム ・ソフ トウェア,メ イ ンフ レー ム ・ソフ トウ ェアな どの分野 に参 加 して いる。 もう1つ の カテ ゴ

リーは,約1,150の 企 業 で構成 されて いる小 規模 企業群 で,数 多 くのプ ログ ラマー が働 いてお り,独 自のプ

ログラム を制作 した り,海 外の プ ログラム をオース トラ リア市場 向 けに書 き換 え た りして い る。最近,大

企業 で は研 究開発 か らマー ケ テ ィングに比重 が変化 して きてお り,小 規模 な研 究開発会社 や その製 品 を買

収 す る傾 向に ある。

これ らの 企業 で生 産 され る製 品には2つ の カテ ゴ リー があ り,1つ は ビジネ ス ・ソフ トウェアで,も う

1つ は第 四世 代言語,2次 元 や3次 元のCADシ ス テム,教 育支援 システム,エ キスパー ト・シス テムな ど

のハ イテ クノロジー 製品 で ある。

② 政 府の施 策

オース トラ リア政府 は ソフ トウェア産業の育成 に力 を入れ てお り,ま た,輸 出 を促 進す る政策 を掲 げて

いる。た とえば,純 粋 な研 究開発 に対 して は,150%の 税 金控除が あ る。また,MIC(GovemmentsManage-

mentInvestmentCompanies)プ ロ グラム によ って,資 金や経 済面で補助 を行 って いる。国 内の ソフ ト
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ウ ェア ・ハ ウスにはオ フセ ッ ト ・プ ログ ラム と呼ばれ る ものが あ り,い くつ かの 多国籍企 業 もこの プ ログ

ラムの もとで製 品 を製造 してい る。さらにオース トラ リア国 内で生産 され るハー ドウェア,OSな ど に対 し

て奨励金 を出 してい る。

(3)ソ フ トウェア産 業界 の特徴

オー ス トラ リアの ソフ トウェア産業 界の特徴 としては,ま ず政 府の奨励 に よって基礎研 究 と開発 が盛 ん

で あ り,多 分野 にわ たって豊富 な人材が そろ って お り,ア プ リケー シ ョンの分 野 で も洗練 されたプ ログラ

ムが評価 されてい る。 その他 に も下 記の よ うな特徴 があ る。

① オース トラ リアの ソフ トウェア産業界 は小規模 な ソフ トウェア ・ハ ウス に よって構成 されて お り,

高 い機動 性 と開発 力 を兼 ねそ なえてい る。

② オース トラ リアは,米 国,ヨ ー ロ ッパ,日 本 などの最 先端 の技術 市場の交 差点 に位 置 してお り,ソ

フ トウ ェア技術 の発 展 に とって理 想的 な位 置に ある。 コンピュー タ製 品のテス ト市場 と して もしば

しば使 用 されてい る。

③ オース トラ リアでア ジア系言語 の ソフ トウェア を開発 す る動 きが あ り,た とえば,N.SW.州 政 府で

は,主 要大学 と協力 して 日本語 ソフ トウ ェア変換 セ ンター を設立す る計 画が あ る。

④ オース トラ リアの ソフ トウェア産 業の発展 や教育技 術の進 歩はア ジア地域 で熱 心に求め られて いる。

⑤ 国際市場で い くつか のオー ス トラ リア製 ソフ トウ ェアが,米 国や ヨー ロッパ の製品 に勝 ってい る例

が ある。

⑥ 豪 ドル に対 す る米 ドルや 日本 円の値上 が りに よって,オ ース トラ リア には価格競 争 力があ る。

(4)ASOCIOの 概 況

ASOCIOAustraliaは,オ ー ス トラ リアの情報産業 関連 団体 で あるオース トラ リア情報産業 協会,ソ フ

トウェア産業協 会,ソ フ トウェアハ ウス協会,オ ー ス トラ リア コン ピュー タ協会,ソ フ トウ ェア コン ピュ

ー タ装 置製造協 会等 の上部 団体 として ,他 国 との対外 関係 を結ぶ ため に設立 された団体 で,会 員 は他 の産

業界 の団体 か らなってお り,事 務 局 はAustradeの 中 に設 置 され てい る。ADDAはASOCIOの メ ンバ ー に

は入 って いな いが,ADDAの メ ンバー 企業がASOCIOの メ ンバ ーに なっている こ とはあ る。ADDAは ユ

ーザ指 向の協 会で あ るが
,ASOCIOは 供 給者側 の協会 で ある。

ASOCIOの 会 員 となってい るの は,日 本,韓 国,シ ンガ ポール,台 湾,オ ー ス トラ リア,ニ ュ ー ジー ラ

ン ドの6ヵ 国で ある。は っ きりとした 日程 は決 まって いな いが,香 港,中 国,マ レー シア,フ ィ リピン,

イ ン ドなどがASOCIOに 加 盟す るこ とにつ いての話 し合 いが現在進 め られ てい る。

㈲ オース トラ リア にお ける ソフ トウェアの市 場規模

オー ス トラ リアにお けるソフ トウェアお よびサー ビス産 業 の市場規模 は,1986年 に12億 豪 ドルで あ り,

1992年 に は32億 豪 ドル に増加 す る と予 想 され て いる。 主 にパ ッケー ジ ・ソフ トウ ェア と特注 ソフ トウェア

を収入源 としてお り,特 注 ソフ トウ ェアの開発 後,パ ッケー ジ ・ソフ トウ ェア として販売 す る契約 を依 頼

者 と結 んでい る。 しか しなが ら,デ ー タベー ス ・サー ビス を含 むプ ロフ ェ ッシ ョナル ・サー ビスが増 大す

る傾 向があ り,パ ッケー ジ・ソフ トウェアの売上 げの伸 び率 が下 が っている(今 後5年 間伸 び率19.5～15・

5%)。

今 後 の見通 し としては,1975～85年 に かけ ての分 散型 デー タベ ース を中心 とす るソフ トウェア開発が,

1986～92年 に は ネ ッ トワー ク中心の ソフ トウェア開発へ と市場 のニー ズが変 わ って きつつ ある。

(6)Expertise社 につ いて

一26一



－

Expertise社 には正社 員が20名 お り,150名 の 外部 ス タッフ を使 って ,国 内以外 にシンガ ポー ル,東 京 に

も拠 点 を持 ち,主 に分散 型デー タベ ー ス,VAN,ネ ッ トワー ク等 シス テム ・インテ グ レー シ ョンの分 野 に

力 を入れ てい る。

(7)CLIRS社 に ついて

CLIRS社 はComputerPowerGroup社 の 子会社 として,法 律 情報 サー ビスの ため に設 立 され ,1984年

か らパ イロ ッ ト ・シス テム を運 用 し,1985年 か らIBM4381を 用 いて一般 公開サ ー ビス を開始 した。

CLIRSは,現 在N.S.W.と ビ ク トリアの2つ の州 政府 と契約 し,そ の 立法 お よび判例 法資料 をオンライ ン

で一般 に提 供 してい る。後 者 につ いて は,1957年 ま で遡 って全文 入力 を行 ってい る。 また南オース トラ リ

ア州 とタスマ ニア州 につ いて も同様 のサー ビス を提供 すべ く入力 中で あ るが クィー ンズ ラン ド州 はこれに

加 わ らず独 自に システ ム を開発す る と宣 言 して いる。

この法律 情報 サー ビスの特徴 はテ キス トに よるオンライン ・サー ビス を行 って いる こ とであ る。 この法

律 につ いては,法 案 時か ら入力 して いるので,タ イム ・ラグを最小 にす るこ とがで きる。判例 につ いては,

裁 判所 の 自動化 に伴 って,デ ー タ入 力 にかかる負担が軽減 されつ つ ある。

現在80の デ ー タベ ース を持 ち,料 金 は利用の レベ ル に応 じて1時 間85か ら100豪 ドル,月40豪 ドルの基本

料金 も必要 で ある。

DBMSと しては,STATUSとModel204(土 地 所有権検索用)を 使用 して い る。 なお,土 地所 有権検

索 が売 上 げの15%に な る と期待 され てい る。

4.6ADDA(AustralianDatabaseDevelopmentAssociation)

オー ス トラ リアの デー タベー ス関連業 者の集 ま りであ るADDA(オ ー ス トラ リア ・デー タベ ー ス開発 協

会)が 設立 されたの は,1982年11月 で あ る。 わが 国の働デー タベー ス振 興 セ ンター が設立 され たの が84年

春 で あるか ら,設 立時期 は似て い るが,㈱ デー タベー ス振興 セ ンター が産,官,学 の協力 の も とに設 立 さ

れて いるの に対 し,ADDAは 会 費,年6回 発行 す るニュース レターや デー タベ ー スデ ィレ ク トリ等 の印刷

物 の売上 げ を資金 源 と してお り,政 府 との関係 が な く,デ ータベ ース ・プ ロデュー サ,オ ン ライン ・サ ー

ビス業者,各 種 団体,個 人,ユ ーザ等 の会 員180社 を擁iす る集 ま りで あ り任意 団体 であ るこ と,ボ ランテ ィ

アグループ に よって運 営 されて いる とい う特徴 が ある。

(1)オ ー ス トラ リアのデー タベ ー ス市場 の現状

オース トラ リアデー タベー ス市場 は まだ まだ小 さ く。1億 豪 ドル程 度 であ る。

オース トラ リアで は米国デ ー タベー スの輸入 が多 く,反 対 にオー ス トラ リアの デー タベ ースの輸 出は少

ない。 これ は,オ ー ス トラ リアのデー タベ ースが少 な く海外 への紹介 が しに くか った こ とに よる と考 え ら

れ る。OTCが 海 外 向デー タベ ースデ ィ レク トリを作 っているが,オ ー ス トラ リアの デー タベ ー スの 海外 で

の反響 は調査 が十分 で な く不 明であ る。

また,デ ー タベ ー ス ・ベ ンダー が売上 げ高 を公表 しないな ど,デ ー タベ ー ス業 の把 握 は まだ まだ十分 と

は言 えない。 日豪 間のデ ー タベー スの利用 につ いては,日 豪 の産業交流 に比べ てデ ー タのや りとりは少 な

いo

STNの エ ー ジ ェン トをCSIROが 行 ってお り,教 育 活動 を開始 して いる。STNにJICSTの 情 報 が含 ま

れてい るので 日本 のデー タベ ー ス も使 える。

(2)デ ー タベ ー スの利 用,検 索 につ いて
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オー ス トラ リアでの デー タベ ー ス検索 に関す る教育 は,南 オー ス トラ リア州や タスマニ ア州 での 中高教

育 のカ リキュ ラムで,ロ イ ター が提 供す るフ ァイルで実験 を始め た。

小 学校 にお ける コン ピュー タ導入 も進 んで い るが,教 育 方法 は州 ごとに異 な っている。

大学の情報科学 にお ける教育 コー スはあ るが,デ ー タベ ー ス検 索の試験制 度は な く,ほ とん どデー タベ

ー ス ・デ ィス トリビュー タ等 に よって検 索教育 が行われ てい る。

インフォメー シ ョン ・ブ ロー カー(代 行検 索業)は あ るにはあ るが,そ の数 の把握 は難 しいが,数 は少

ない と考 えられ てい る。

4.7CSIRONET社

(1)概 況

CSIRONET社 は,一 般 企業,研 究所,政 府 公官庁,機 械 メー カー等 に コン ピュー タ ・サ ー ビス を行 って

いる会社 で,コ ンピュー タ ・ソフ トウ ェア 開発 お よび サー ビス を行 って いるオー ス トラ リア の上 場会 社

IDAPSAustraliaLtd.(60%)とCSIRO(40%)の 合 弁 会 社 で あ る。CSIROと はCommonwealth

Scientific&IndustrialResearchOrganizationの こ とで,オ ー ス トラ リア政 府の主要研 究機関 であ る。

CSIRONET社 は,1963年 にCSIROの コ ンピュー タ研 究 セ クシ ョン として設 立 され た。設 立 当時は,主

に情 報技術研 究 を行 い,CSIROに 対 して コン ピュー タ ・サー ビス を提供 してい たが,1984年 に活動 の再検

討 を行 った結果,1985年 にCSIRO直 属 の独 立機 関 とな り,1987年9月 に完全 に民営化 された。

同社 は1979年 以 来,富 士通 と協 力 して オー ス トラ リアに おけ るロー カル コンピュー タ ・ネ ッ トワー クの

あ り方 をテーマ として,研 究プ ロジ ェク トを推 進 して きた。第一 次計画 にお いて は,CDCの ス ーパー コン

ピュー タCYBER76を ホ ス トと した既 存のCSIROネ ッ トワー クに、FACOMの メイ ンフ レー ムM-190を

接 続す ることか らス ター トした。この異機種 コンピュー タ間接 続の ため,米 国NSC社 製 のハ イパー チ ャネ

ル とアダプタの使 用 と,両 コン ピュー タ間通 信 のため新規 に ソフ トウ ェアを開発 した。 第二次計画 で は,

こ の システム にISOで 定 め るOSI参 照 モデル を実験 的 に運 用 してい る。

現 在CDCのCYBER205と207の2台 のスー パー コン ピュー タ と富士通 の 汎 用大型 コン ピュー タM-

360が ネ ッ トワー クの 中心 シス テム と して使 用 されてい る。

本社 は,キ ャンベ ラに,シ ドニー とメル ボル ンに支社 が あ り,従 業 員の数 は110人 を越 え,そ の うちの75

%は 技 術者 と科学 者 であ る。 また,同 社 の1987年 度 の売 上総 額 は,お よそ1,700万 豪 ドル に なる予 定 で あ

る。

② 提供サー ビス

同社 が提供 す るサー ビス には大 き く分 けて5つ あ る。 それ らは,公 官庁 向けの各種 コンピュー タ ・サー

ビス を提供す るBureauservices,ハ ー ドウェア,ソ フ トウェア,コ ミュニケー シ ョン ・システム に関す

る専門サー ビス を提 供す るProfessionalservices,オ ン ライ ン ・デー タベー ス ・サー ビス部 門のInforma-

tionsystems,電 子 メール,電 子 出版等 の付加 価値 サー ビスのValueaddedservices,CDCの ス ーパ ー コ

ンピュー タCYBER205を 使 ったTSSサ ー ビスで あ るSupercomputingservicesの5つ の 部 門であ る。

CSIRONET社 の持 って い るコンピュー タ ・ネ ッ トワー ク上 で提供 されて いるデー タベー ス ・サー ビス は

Informと 呼 ばれて お り,政 府機 関や 民間企業 等の情報 提供 者が持 ってい るデー タベ ー スをサ ポー トして い

る。 そ の 中 に は,米 国 のDun&Bradstreet社 が 提 供 す る マ ー ケ テ ィ ン グ情 報 のDun'sMarket

Identifiers,N.SW.州 のInnovationCenterが 提 供 す る科学 技術情報 のAustralianInnovationSourcing
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Service,AustralianSurveyOfficeが 提 供 す る不 動産登記情報 のLANDSEARCH等 が あ り,デ ー タベ

ースの種類 も急速 に拡 充 されつつ ある
。

ユーザ は,パ ソ コン,通 信 ソフ トとモデ ムを持つ だ けで,デ ー タベ ー ス を利用 で きる。

4.8ACIComputerServices社

ACIComputerServicesが 現 在 運営 してい る全国 的な コンピュー タ ・ネ ッ トワー クであ るAUSINET

は,1976年 にACI,NLA(NationalLibraryofAustralia:国 立 図書館),11の 主 要 図書館 との共 同事 業

としてサー ビス を開始 した。

これ は,オ ース トラ リア にお いて,国 際パケ ッ ト ・ス イッチ ング ・サー ビスが提供 され る前 にスター ト

した最 初の テ キス トベ ース のオ ンライ ン ・デー タベー ス ・サー ビスで あった。

AUSINETは,国 立 図書館 が スポ ンサー とな り,IBMのSystemDevelopmentInstitutionに サ ポー ト

したプ ロジェ ク トを母体 と してで きた コンピュー タ・ネ ッ トワー クで,IBMの 検 索 ソフ トで あるSTAIRS

を使 い,キ ャンベ ラにあ ったIBMの コ ン ピュー タ上 に米 国で開発 され た教育 関係書 誌 デー タベー ス であ

るERICを 載 せ た もの で あった。3ヵ 月間の試験 的運 用が成功 をお さめ たので,図 書館組合 は,ACICom-

puterServicesと 実 用サー ビス に向けての 開発 を開始 した。

ACIComputerServicesが 選 ばれ た理 由は,ACIが 当 時IBMマ シ ンをホス トと し,す べ ての州都 に ま

たが る コ ミュニケー シ ョン ・ネ ッ トワー クを持 って いた最大 のサー ビス会 社 であ った か らで あ る。

当時 オー ス トラ リア には,オ ンラ イン ・サー ビス業者 はな く,ま たオー ス トラ リア製 のデー タベ ー ス も

なか った。 それ故,AUSINETは,主 と して米国のERIC,SSCI(SCIの 一 部分),IRRD,Inspecを 含 む

国際的 デー タベー ス と してス ター トした。

AUSINETへ は 現在専 用回線経 由で,3,270の 端 末 が接続 され てお り,月 間使 用料金 は,接 続 時間 によっ

て2,500豪 ドル,も し くは,1,250豪 ドル となってい る。

同社 は,デ ー タベ ー ス開発 を希望 す る機 関に対 し,AUSINETの 機 能 を使 用 して,そ の ネ ッ トワー ク上

にプ ライベ ー ト・デ ー タベー ス を開発 す るこ とを支援 している。 このサー ビス を利 用 して,主 に社 会科 学,

ビ ジネ ス分 野 のデー タベ ース が徐 々 に構 築 されつ つ あ るが,最 初 に構 築 された デー タベ ー ス は,IRRD

(InternationalRoadResearchDocumentation)の オ ース トラ リア支 部 が作成 したオー ス トラ リア道 路

情報 デー タベ ースで あ った。

AUSINETは ・3年間 に渡 りACIの 技 術 的 なサ ポー トを受 けて運 営 され たが,サ ー ビスが拡 大 す るに従

って,よ り企業ベー スで の運 営が必要 になったために,ACIが 国 立 図書館 等 か ら全経営 権 を譲 り受 けて運

営す る こ とにな った。

ACIが 全 面 的にAUSINETを 運 営す る ようになってか らも調 査研 究 を 目的 と したデ ー タベ ー スの運 営

は続 いたが,ビ ジネ ス分 野のデ ー タベー ス構 築の必要性 が高 ま り,AustralianFinancialReviewの 記 事

の要約 版の デー タベ ー スが最初 に構 築 された。

国際 パケ ッ ト ・ス イ ッチ ング ・ネ ッ トワー クが オー ス トラ リアで も利 用 で きるよ うにな ってか ら,小 さ

な国 内市場 であ るに もかかわ らず,直 接国際 的 なデー タベー ス業 者 と競合 す るよ うに な り,SCIやERIC等

の すべ ての外 国産 デー タベ ース がAUSINETの サ ー ビス・メニュー か ら取 り除かれ た。 その後,オ ー ス ト

ラ リアにお けるBusinessReviewWeeklyやThebulletinandBusinessWho'sWho等 を含 む主 たる ビ

ジネ ス雑 誌のデー タベ ー スが追加 され た。現在,AustralianFinancialReviewは フル テ キス トでサー ビ
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ス され てお り,毎 朝9時 までにア ップデ イ トされ てい る。

上記 の ような文献サー ビスに加 え,シ ドニー証券 取引所 の子会 社 であ るStockExchangeResearchPty・

Ltd..が 提 供 す る株価情報 とDatasolve社 が提 供 してい るWorldReporterの オー ス トラ リア とニュー ジ

ー ラン ドにおけ る代理店 として
,FinancialTimes'ProfileServiceを オ ンライ ンでサ ー ビス して いる。

4.9BHP社

BHPは オ ー ス トラ リア最大 の製鉄会社 で あ り,オ ー ス トラ リア でのデ ー タベ ー スユーザ と して も主要

な企業 であ る。 そのよ うな関係 で具体 的 な要 望等 を持 ってい る。

BHPで の デー タベ ースの利 用状 況 と要望 は次の よ うに要約 され る。

① デー タベ ー スの利 用は,DIALOG等 の 米 国のデー タベー スが8割 を占め,残 り2割 が国産デー タベ

ースで ある
。

② 日本の鉄鋼業 界の情報,企 業情報 をデー タベ ー スを通 して もっ と入手 した い。鉄鋼 レポー ト(英 文 ・

日刊)は 入手 してい る。

③ 日本のデ ー タベ ース につ いて,現 場の 人達 は,特 許情 報(JAPIO)科 学 技術 情報(JICST)は 使 っ

ているが,ど の程度か は不明。

④ 日経 か ら日経ニ ュー ステ レコン をBHPに 売込 みが あったが,高 価 す ぎて使 えない。

使用料450豪 ドル/月 が 高価 す ぎる。使用頻 度が少 ないの で,月 額 固定 料方式 でな く,使 った分 だけ

支払 う従 量制が良 い。

⑤ 企業情報 につ いては,鉄 鋼以外 の もの も望む。

4.101DCAustralia社

(1)調 査 機 関か らみ たオー ス トラ リアの情報 処理産業

1986年 に お ける情報処理 産業 の市場規模 は75億 豪 ドル であ った。 その内訳 は,

28億 豪 ドル ハー ドウェア

12億 豪 ドル ソフ トウェアお よびサ 」 ビス

14億 豪 ドル 通信

21億 豪 ドル その他,OA機 器,保 守等

これは,サ ー ビスの提供者 か ら出た数 字で あ るの で,ユ ーザが 内部 スタ ッフ等 に掛 けた費用 は除外 され

てい る。ロイター,テ レ レー ト等 のオ ンライ ン・金融情報サ ー ビス の収 入 はほ とん ど含 まれて いない。1987

年 の 数字 はまだ出て いないが,伸 び率 は13.5%で あ る。

通信部 門においては,AUSSAT,OTC,TelecomAustrariaに よ る電話サー ビスの収 入は除外 されて

いる。1986年 に お ける情報 サー ビス部 門(ProccessingServiceComPonets)に お け る収入 は2.3億 豪 ド

ルで,こ の分 野 に含 まれ るもの は,従 来型 の情報 サー ビス(BureauProcessingService),AUSINET,

ビデ オテ ックスのサー ビス を含 むが,テ レコムがサー ビス して いる ビデ オテ ックスの サー ビスは含 まれ て

いない。

② 調査 機関 か らみた オー ス トラ リアのデ〒 タベー スの状況

ロイター,テ レレー トに加 えて,'DATAVALUE,FAIRFAXのMONEYWATCH等 専 門分 野の オ ン

ライン ・金融 情報サー ビスが14.5%～15%と 大 きな伸 び率 を示 してい る。IDCと して も,今 年 か ら従 来型
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の情 報サー ビス と新 しいタイプの情報 サー ビス を分 けて調i査す る予定で あ る。

IDCオ ー ス トラ リア において,仕 事上 でオ ンライン ・デー タベ ース を使用 す る金額 は,月 に平 均50～100

豪 ドル ぐらいで あ る。よ く使 う月 は,1,000豪 ドル以上使 う場合 もあ るが,使 わ ない月はゼ ロ とい うこ とも

あ る。オー ス トラ リア におけ るデー タベー ス利 用 に関す る詳 しい数 字 は,OTCで も持 ってい ない と思 われ

る。

(3)通 信 関係

IDCの 国 際通信 シス テム として,電 子 メール に関 してはGTEテ レ メー ル を使用 してお り,内 部 的 には,

OTCの 提 供 して い るKEYLINEを 使 用 してい る。 この システムは,DIALCOMとGTEテ レ メー ル シス

テムを混合 した よ うな シス テムで ある。

ビデオ テ ックスのバ イア テルの提供 して いる情 報の80%は 国 内の情報で あ る。AUSINETの 収 入 の70%

は 国 内の情報 に よる。

(4)情 報 産業 の輸 出

オース トラ リアにお ける情報産業 の1985/86年 に おけ る輸出実績 は,コ ン ピュー タ・ハー ドウェアが6,500

万 豪 ドル,ソ フ トウェア が4,600万 豪 ドル,通 信機器 が2,900万 豪 ドルで,合 計1億4,000万 豪 ドル で あっ

た。これ を将来 的には,1990年 に おいて,そ れ ぞれ1億5,000万 豪 ドル,1億5,000万 豪 ドル,1億3,000万

豪 ドルの合 計4億3,000万 豪 ドル に,1992年 に は,2億 豪 ドル,2億 豪 ドル,1億5,000万 豪 ドルに,1996

年 に は,5億 豪 ドル,7億 豪 ドル,3億 豪 ドル にす る との 目標 を掲 げてい る。
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